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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

第２四半期連結
累計期間

第42期
第２四半期連結
累計期間

第41期

会計期間

自2019年
　１月１日
至2019年
　６月30日

自2020年
　１月１日
至2020年
　６月30日

自2019年
　１月１日
至2019年
　12月31日

売上高 （百万円） 18,593 16,636 37,517

経常利益 （百万円） 1,237 872 2,876

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 923 586 2,197

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 685 162 2,145

純資産額 （百万円） 32,529 32,043 32,372

総資産額 （百万円） 42,976 43,121 43,967

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 25.10 16.22 60.02

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 25.05 16.15 59.86

自己資本比率 （％） 75.4 73.9 73.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,718 1,865 3,621

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △531 △671 △992

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △861 △569 △1,721

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 11,682 12,797 12,396

 

回次
第41期

第２四半期連結
会計期間

第42期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自2019年
４月１日
至2019年
６月30日

自2020年
４月１日
至2020年
６月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 11.52 6.37

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

なお、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大により、当社グループの経営成績および財務状況に影響が出てお

ります。新型コロナウイルス感染症の収束時期によっては、その影響が長期化する可能性があり、引き続き注視して

まいります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

① 経営成績の状況

当社グループは、「ベンチャースピリット溢れる企業集団を目指す。」を企業理念とし、自らの行動を革新

し、新しい事業創出に挑戦することで、世の中の発展に貢献することを経営の基本方針としております。各業界

におけるグローバルニッチ№１カンパニーを目指す企業グループとして、更なる成長を目指してまいります。本

年度の重点施策としましては、「持株会社としてのあるべき姿と役割を明確にし、グループシナジーを創出」

「収益構造の回復と継続的成長のための事業戦略実行と新規事業育成」「一人当たり生産性の向上」の３点を強

力に推し進め、更なる企業価値の向上を図っております。

しかしながら、当第２四半期連結累計期間は、新型コロナウイルス感染症の世界的大流行の影響で、各地で経

済活動が抑制されたこと等により、海外事業を中心に極めて厳しい状況となりました。売上高は166億36百万円と

前年同期に比べ10.5％の減収となりました。利益面につきましても、グループ全体で生産性向上活動や経費削減

に努めたものの、売上総利益の減少により営業利益は７億83百万円（前年同期比40.4％減）となりました。な

お、経常利益は為替差損益の影響等もあり８億72百万円（前年同期比29.5％減）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は５億86百万円（前年同期比36.5％減）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（ＳＳ事業）

当社グループの主力事業であるＳＳ事業は、売上高83億27百万円（前年同期比15.2％減）、営業利益は３億31

百万円（前年同期比56.5％減）となりました。

防犯関連につきましては、売上高は55億95百万円（前年同期比15.0％減）となりました。海外におきまして

は、特に米国及びヨーロッパでの屋外用センサーの販売が伸び悩んだ結果、前年同期実績を大幅に下回りまし

た。国内におきましては、警備会社向け及び大型重要施設向けの販売が底堅く推移したものの、前年同期実績を

若干下回る結果となりました。

自動ドア関連につきましては、国内外共に販売が伸び悩んだ結果、売上高は18億93百万円（前年同期比12.9％

減）となりました。

（ＦＡ事業）

ＦＡ事業は、国内での食品業界向け、中国での電子部品業界向けの販売が順調に推移したものの、ヨーロッパ

のＯＥＭ先への販売が大幅に減少した結果、売上高は33億83百万円（前年同期比4.5％減）、営業利益は２億88

百万円（前年同期比1.8％減）となりました。

（ＭＶＬ事業）

ＭＶＬ事業は、国内及びアジアでは５Ｇ関連投資向けの販売が比較的堅調に推移したものの、米国及びヨー

ロッパでの販売が伸び悩んだ結果、売上高は45億14百万円（前年同期比4.2％減）、営業利益は２億10百万円

（前年同期比30.8％減）となりました。

（ＥＭＳ事業）

ＥＭＳ事業における外部顧客への売上高は、生産受託案件の減少により１億88百万円（前年同期比27.3％減）

となりました。一方、グループ内製品の製造量が減少したものの、原価削減の取り組み等により営業利益は10百

万円（前年同期は32百万円の損失）となりました。
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＜参考＞

　・地域別売上高

当第２四半期連結累計期間　（自　2020年１月１日　至　2020年６月30日）　（単位：百万円）

日本 米州 欧州 アジア 計

7,761 2,051 4,733 2,089 16,636

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）米州　…………　北米、中南米

(2）欧州　…………　ヨーロッパ、中東、アフリカ

(3）アジア　………　アジア、オセアニア

 

② 財政状態の状況

（資産）

当第２四半期連結累計期間末における資産合計は431億21百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億46百万

円減少しました。

流動資産は295億５百万円となり、５億21百万円減少しました。これは主に、現金及び預金が４億円、原材料

及び貯蔵品等のたな卸資産が１億75百万円それぞれ増加したものの、売上高の減少により受取手形及び売掛金が

11億９百万円減少したことによるものであります。

固定資産は136億15百万円となり、３億24百万円減少しました。これは主に、子会社における新社屋建設に伴

い建物及び構築物等の有形固定資産が１億98百万円増加したものの、投資有価証券等の投資その他の資産が３億

10百万円、償却等によりのれんや顧客関係資産等の無形固定資産が２億12百万円、それぞれ減少したことによる

ものであります。

（負債）

当第２四半期連結累計期間末における負債合計は110億78百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億17百万

円減少しました。これは主に、未払法人税等が１億80百万円、賞与引当金が１億28百万円それぞれ減少したこと

に加え、その他の固定負債が89百万円減少したことによるものであります。

（純資産）

当第２四半期連結累計期間末における純資産合計は320億43百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億28百

万円減少しました。これは主に、利益剰余金が44百万円増加したものの、為替換算調整勘定が３億41百万円減少

したことによるものであります。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比

較して４億円増加し、127億97百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は18億65百万円（前年同期は17億18百万円の獲得）となりました。これは主に

法人税等の支払（４億12百万円）、たな卸資産の増加（２億59百万円）により資金が減少したものの、税金等

調整前四半期純利益の確保（８億74百万円）、売上債権の減少（９億85百万円）により資金が増加したもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は６億71百万円（前年同期は５億31百万円の使用）となりました。これは主に

投資有価証券の売却および償還による収入（１億43百万円）がありましたが、有形固定資産の取得による支出

（６億31百万円）、投資有価証券の取得による支出（２億円）、無形固定資産の取得による支出（87百万円）

により資金が減少したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は５億69百万円（前年同期は８億61百万円の使用）となりました。これは主に

短期借入金の増加による収入（10億62百万円）がありましたが、配当金の支払（５億42百万円）、長期借入金

の返済による支出（11億30百万円）により資金が減少したものであります。
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(3) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は13億84百万円であります。なお、当第

２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
(2020年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(2020年８月７日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 37,735,784 37,735,784
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 37,735,784 37,735,784 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2020年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 2020年３月26日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役（社外取締役及び監査等委員を除く）　６名

当社子会社取締役　10名

新株予約権の数 ※ 621個（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数 ※
普通株式　62,100株（新株予約権１個につき100株）

（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 ※ １株当たり１円

新株予約権の行使期間 ※ 自 2020年４月15日　至 2050年４月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 ※

発行価格　　　861円（注）２

資本組入額　　431円（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役

会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５
 
※　新株予約権証券の発行時（2020年４月14日）における内容を記載しております。

 

（注）１．新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株

式数」という。）は新株予約権１個当たり100株とする。

ただし、新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が普通株式につき、株式分割（当

社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新

株予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、付与株式数を次

の計算により調整する。調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　株式分割又は株式併合の比率

また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社の取締役

会において必要と認められる付与株式数の調整を行うことができる。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

２．発行価格は、割当日における新株予約権の公正価額と新株予約権の行使時の払込額（１株当たり１円）を合算

しております。なお、新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の

公正価額相当額の払込に代えて、当社及び当社子会社に対する報酬債権と相殺するものとしております。
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３．新株予約権の行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式を予定しており、これにより新規に

発行される株式はありません。なお、自己株式により充当させる場合は、資本組入を行いません。

４．(1) 新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」の期間内において、当社及び当社子会社の取締役のいず

れの地位を喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約

権を一括してのみ行使できるものとする。

(2) 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、新株予約権を一括してのみ行使することができる。

(3) その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。

５．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併

につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割

がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定

めた場合に限る。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１.に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記

(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

する。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編

対象会社の株式１株当たり１円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の

効力発生日のいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することが

できる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記３.に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

(8) 新株予約権の行使条件

上記４.に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得条項

① 新株予約権者が権利行使をする前に、上記４.の定め又は新株予約権割当契約の定めにより新株予約権

を行使できなくなった場合、当社の取締役会が別途定める日をもって当該新株予約権を無償で取得す

ることができる。

② 以下の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は当社の取締役会で

承認された場合）は、当社の取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができ

る。

イ．当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

ロ．当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

ハ．当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

ニ．当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案

ホ．新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について、当

社の承認を要すること又は当該種類の株式について、当社が株主総会の決議によってその全部を

取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2020年４月１日～

2020年６月30日
－ 37,735,784 － 2,798 － 13,897

 

EDINET提出書類

オプテックスグループ株式会社(E01998)

四半期報告書

 8/23



（５）【大株主の状況】

  2020年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町2丁目11-3 3,174 8.78

ＳＳＢＴＣ　ＣＬＩＥＮＴ　ＯＭ

ＮＩＢＵＳ　ＡＣＣＯＵＮＴ

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA

USA 02111

（東京都中央区日本橋3丁目11-1）

2,219 6.14

有本　達也 滋賀県大津市 1,950 5.39

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1丁目8-11 1,489 4.12

小林　徹 滋賀県大津市 1,223 3.38

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海1丁目8-11 1,128 3.12

ＢＮＹＭ　ＡＳ　ＡＧＴ／ＣＬＴ

Ｓ　ＮＯＮ　ＴＲＥＡＴＹ　ＪＡ

ＳＤＥＣ

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀

行）

225 LIBERTY STREET, NEW YORK,

NY 10286, UNITED STATES

（東京都千代田区丸の内2丁目7-1）

844 2.34

栗田 克俊 滋賀県大津市 800 2.21

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥ

Ｗ　ＹＯＲＫ　ＭＥＬＬＯＮ　１

４００５１

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK,

NY 10286, U.S.A.

（東京都港区港南2丁目15-1　品川イン

ターシティA棟）

755 2.09

ＨＳＢＣ－ＦＵＮＤ　ＳＥＲＶＩ

ＣＥＳ　ＣＬＩＥＮＴＳ　Ａ／

Ｃ　５００　ＨＫＭＰＦ　１０Ｐ

ＣＴ　ＰＯＯＬ

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店）

1 QUEEN’S ROAD CENTRAL HONG KONG

（東京都中央区日本橋3丁目11-1）
730 2.02

計 － 14,316 39.59

　（注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託

口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）の所有株式は、信託業務に係る株式であり

ます。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社は、ＪＴＣホールディングス株式会社及び資産管理サービス信

託銀行株式会社と合併し、2020年７月27日付で株式会社日本カストディ銀行に商号変更しております。

３．2016年３月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、インベスコ・アセッ

ト・マネジメント株式会社が2016年３月15日現在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、

当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況

には含めておりません。

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりであります。当社は、2018年４月１日付で、普通株式１株につ

き２株の割合で株式分割を行っておりますが、以下の保有株券等の数は、株式分割前の株式数を記載してお

ります。
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氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

インベスコ・アセット・マネ

ジメント株式会社

東京都港区六本木六丁目10番１号

六本木ヒルズ森タワー14階
728,400 4.29

４．2017年７月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、ウエリントン・マ

ネージメント・カンパニー・エルエルピー及びその共同保有者であるウエリントン・マネージメント・シン

ガポール・ピーティーイー・リミテッドが2017年６月30日現在で以下の株式を保有している旨が記載されて

おりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記

大株主の状況には含めておりません。

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりであります。当社は、2018年４月１日付で、普通株式１株につ

き２株の割合で株式分割を行っておりますが、以下の保有株券等の数は、株式分割前の株式数を記載してお

ります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

ウエリントン・マネージメン

ト・カンパニー・エルエル

ピー

アメリカ合衆国、02210　マサチューセ

ッツ州ボストン、コングレス・ストリー

ト280

45,213 0.26

ウエリントン・マネージメン

ト・シンガポール・ピー

ティーイー・リミテッド

シンガポール共和国018981、マリーナ・

ベイ・ファイナンシャル・センター、

タワー1、#03-01、8マリーナブルバード

542,864 3.10

５．2018年５月８日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、オッペンハイマーファンズ・イン

クが2018年４月27日現在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、当社として当第２四半期

会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

当該変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

オッペンハイマーファンズ・

インク

アメリカ合衆国ニューヨーク州ニュー

ヨーク、リバティー・ストリート225
1,776,400 5.08

なお、オッペンハイマーファンズ・インクは、インベスコ　アドバイザーズ　インクと2019年５月24日に

合併して消滅会社となったことから、2019年５月31日付で変更報告書が提出されております。

当該変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

オッペンハイマーファンズ・

インク

アメリカ合衆国ニューヨーク州ニュー

ヨーク、リバティー・ストリート225
0 0.00

６．2018年10月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、フィデリティ投信株

式会社が2018年10月15日現在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、当社として当第２四

半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

フィデリティ投信株式会社 東京都港区六本木七丁目７番７号 3,773,500 10.00

７．2019年６月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、インベスコ　アドバーザーズ　イ

ンクが2019年５月31日現在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、当社として当第２四半

期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

なお、当該大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

インベスコ　アドバイザーズ

インク

Two Peachtree Pointe 1555 Peachtree

Street, N.E., Suite 1800 Atlanta,

Georgia 30309 U.S.A

2,000,000 5.30
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数100株
普通株式 1,572,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,015,600 360,156 同上

単元未満株式 普通株式 147,884 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  37,735,784 － －

総株主の議決権  － 360,156 －

 

②【自己株式等】

    2020年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

オプテックスグループ

株式会社

滋賀県大津市におの浜

四丁目７番５号
1,572,300 － 1,572,300 4.17

計 － 1,572,300 － 1,572,300 4.17

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年１月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,396 12,797

受取手形及び売掛金 8,700 7,590

有価証券 479 499

商品及び製品 3,954 3,898

仕掛品 561 666

原材料及び貯蔵品 2,702 2,828

未収還付法人税等 194 145

その他 1,064 1,105

貸倒引当金 △26 △25

流動資産合計 30,027 29,505

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,172 2,520

機械装置及び運搬具（純額） 249 226

工具、器具及び備品（純額） 808 727

土地 2,343 2,417

建設仮勘定 219 98

有形固定資産合計 5,792 5,991

無形固定資産   

特許権 531 488

商標権 574 532

顧客関係資産 969 866

のれん 1,141 1,098

その他 612 632

無形固定資産合計 3,829 3,617

投資その他の資産   

投資有価証券 2,241 2,038

長期貸付金 33 39

繰延税金資産 1,312 1,290

その他 763 672

貸倒引当金 △33 △33

投資その他の資産合計 4,317 4,007

固定資産合計 13,939 13,615

資産合計 43,967 43,121
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,754 1,746

短期借入金 2,082 3,143

1年内返済予定の長期借入金 1,286 279

未払金 917 829

未払法人税等 509 328

賞与引当金 435 307

その他 1,080 1,048

流動負債合計 8,066 7,683

固定負債   

長期借入金 433 398

繰延税金負債 827 783

再評価に係る繰延税金負債 22 22

退職給付に係る負債 1,248 1,277

役員退職慰労引当金 145 149

その他 852 762

固定負債合計 3,528 3,394

負債合計 11,595 11,078

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,798 2,798

資本剰余金 7,595 7,581

利益剰余金 24,560 24,604

自己株式 △2,635 △2,597

株主資本合計 32,318 32,386

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 59 △24

土地再評価差額金 △5 △5

為替換算調整勘定 △128 △469

退職給付に係る調整累計額 △41 △37

その他の包括利益累計額合計 △115 △537

新株予約権 160 187

非支配株主持分 8 6

純資産合計 32,372 32,043

負債純資産合計 43,967 43,121
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年６月30日)

売上高 18,593 16,636

売上原価 8,553 7,662

売上総利益 10,040 8,974

販売費及び一般管理費 ※ 8,725 ※ 8,190

営業利益 1,315 783

営業外収益   

受取利息 19 17

受取配当金 14 11

投資有価証券売却益 1 3

投資事業組合運用益 2 1

為替差益 - 16

受取賃貸料 11 10

保険返戻金 2 0

補助金収入 2 35

その他 27 32

営業外収益合計 82 129

営業外費用   

支払利息 7 7

売上割引 12 11

為替差損 126 -

投資有価証券評価損 - 2

賃貸費用 5 4

持分法による投資損失 1 8

その他 6 6

営業外費用合計 159 40

経常利益 1,237 872

特別利益   

固定資産売却益 1 1

特別利益合計 1 1

特別損失   

固定資産除売却損 0 0

関係会社整理損 7 -

特別損失合計 8 0

税金等調整前四半期純利益 1,230 874

法人税、住民税及び事業税 310 283

法人税等調整額 △3 6

法人税等合計 306 289

四半期純利益 923 584

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
0 △1

親会社株主に帰属する四半期純利益 923 586
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年６月30日)

四半期純利益 923 584

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 22 △84

為替換算調整勘定 △259 △341

退職給付に係る調整額 △1 3

その他の包括利益合計 △238 △421

四半期包括利益 685 162

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 685 164

非支配株主に係る四半期包括利益 0 △1
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,230 874

減価償却費 595 655

のれん償却額 113 114

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △24 29

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4 4

貸倒引当金の増減額（△は減少） △14 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △120 △127

受取利息及び受取配当金 △34 △29

支払利息 7 7

為替差損益（△は益） 42 15

持分法による投資損益（△は益） 1 8

補助金収入 △2 △35

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △1 △1

投資事業組合運用損益（△は益） △2 △1

固定資産除売却損益（△は益） △1 △1

売上債権の増減額（△は増加） 687 985

たな卸資産の増減額（△は増加） △142 △259

仕入債務の増減額（△は減少） △159 82

その他 △57 △102

小計 2,122 2,216

利息及び配当金の受取額 36 32

利息の支払額 △7 △7

補助金の受取額 2 35

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △434 △412

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,718 1,865

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却及び償還による収入 - 119

投資有価証券の取得による支出 △104 △200

投資有価証券の売却及び償還による収入 155 143

有形固定資産の取得による支出 △486 △631

有形固定資産の売却による収入 6 △1

無形固定資産の取得による支出 △127 △87

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
8 -

貸付けによる支出 △5 △20

貸付金の回収による収入 22 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △531 △671

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 23 1,062

長期借入れによる収入 - 91

長期借入金の返済による支出 △246 △1,130

配当金の支払額 △550 △542

リース債務の返済による支出 △44 △50

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△42 -

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △861 △569

現金及び現金同等物に係る換算差額 △208 △223

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 118 400

現金及び現金同等物の期首残高 11,563 12,396

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 11,682 ※ 12,797
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【注記事項】

（追加情報）

新型コロナウイルス感染症の世界規模での感染拡大に伴い、当社グループの主要販売地域において都市封鎖が実

施され、営業・販売活動に制限を受けたことや国内外の設備投資需要等の減速により、当社グループの売上高が減

少するなど業績に影響が生じております。

一方で、足もとでは日本を含めた世界各国で経済活動の再開に向けた動きが強まっていることを踏まえ、当社グ

ループでは、当連結会計年度末にかけて徐々に需要は増加に向かうとの仮定を置いて、固定資産の減損や繰延税金

資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

なお、新型コロナウイルス感染症による影響は不確実性が高いため、収束時期の遅れなど今後の状況の変化によ

り判断を見直した結果、将来の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 2019年１月１日
　　至 2019年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2020年１月１日
　　至 2020年６月30日）

役員報酬及び従業員給与 3,077百万円 3,024百万円

賞与引当金繰入額 207 151

退職給付費用 107 114

役員賞与引当金繰入額 2 2

役員退職慰労引当金繰入額 5 4

貸倒引当金繰入額 △13 △0

研究開発費 1,423 1,384

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年６月30日）

現金及び預金勘定 11,682百万円 12,797百万円

現金及び現金同等物 11,682 12,797
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年３月28日

定時株主総会
普通株式 551 15.0 2018年12月31日 2019年３月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年８月５日

取締役会
普通株式 644 17.5 2019年６月30日 2019年９月３日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額17.5円には、創立40周年記念配当2.5円が含まれております。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年３月26日

定時株主総会
普通株式 542 15.0 2019年12月31日 2020年３月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年８月６日

取締役会
普通株式 542 15.0 2020年６月30日 2020年９月２日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年６月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
ＳＳ
事業

ＦＡ
事業

ＭＶＬ
事業

ＥＭＳ
事業

計

売上高          

外部顧客への

売上高
9,821 3,544 4,713 259 18,339 254 18,593 - 18,593

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

69 1 5 4,254 4,331 14 4,346 △4,346 -

計 9,891 3,546 4,718 4,514 22,671 268 22,940 △4,346 18,593

セグメント利益又

は損失（△）
763 293 304 △32 1,328 △9 1,318 △3 1,315

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、ソフトウェア開発及びスポーツクラブの運

営等の事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△３百万円には、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配

分していない全社費用が含まれております。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年６月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
ＳＳ
事業

ＦＡ
事業

ＭＶＬ
事業

ＥＭＳ
事業

計

売上高          

外部顧客への

売上高
8,327 3,383 4,514 188 16,413 223 16,636 - 16,636

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

58 8 16 3,689 3,773 11 3,785 △3,785 -

計 8,385 3,392 4,530 3,878 20,187 235 20,422 △3,785 16,636

セグメント利益又

は損失（△）
331 288 210 10 841 △32 808 △25 783

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、ソフトウェア開発及びスポーツクラブの運

営等の事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△25百万円には、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配

分していない全社費用が含まれております。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（金融商品関係）

　当第２四半期連結会計期間末（2020年６月30日）

　前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（2020年６月30日）

　前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（2020年６月30日）

前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年６月30日）

(1) １株当たり四半期純利益 25円10銭 16円22銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 923 586

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
923 586

普通株式の期中平均株式数（千株） 36,799 36,150

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 25円05銭 16円15銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 79 138

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

2020年８月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額　……………………　542百万円

(ロ）１株当たりの金額　…………………………………　15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　…………　2020年９月２日

（注）2020年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 2020年８月６日

 

オプテックスグループ株式会社
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 尾仲　伸之　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上田　博規　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオプテックスグ

ループ株式会社の2020年1月1日から2020年12月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2020年4月1日から

2020年6月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（2020年1月1日から2020年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オプテックスグループ株式会社及び連結子会社の2020年6月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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